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「託送料金認可取消訴訟」第６期日「報告集会」記録 

 

【日時】２０２２年３月２３日（水）１１時４０分～１３時 

【場所】福岡県弁護士会館４０１会議室 

 

進 行：本日はお忙しい中お集まりいただきありがとうございます。本日はマスコミ関係、

記者の方が来られていませんので、報告集会という形でさせていただきます。 

 私、本日の進行役をさせていただきます一般社団法人グリーンコープでんきの

小笠原と申します。よろしくお願いいたします。お手元の資料を確認いたします。

６点ございます。本案についての「準備書面４」、第６回口頭弁論の弁護士意見陳

述用パワーポイントデータを印刷したもの、それから「原告適格」に関する「準

備書面５」、それから「証拠説明書及び甲第１６号証」、あと「託送料金訴訟ニュ

ース」「託送料金を支える会賛助会員募集チラシ」となっておりますので、不足が

ございましたらお申し出ください。それからこの会場に来られていないグリーン

コープ関係者の方々はＺｏｏｍの方での参加となっております。それから質疑応

答に関しましては、後日お名前等を公開しない形で文字おこしをアップさせてい

ただきますので、ご了承くださいますようお願いいたします。 

 続きまして、原告の弁護団の紹介をさせていただきます。弁護団長の小島弁護

士、馬場弁護士、北古賀弁護士、篠木弁護士。続いて原告からグリーンコープ共

同体の熊野代表理事、グリーンコープ共同体の東原常務となっております。それ

では代理人弁護士からの意見陳述報告をお願いしたいと思います。小島弁護士よ

ろしくお願いいたします。 

小島弁護士:本日は、本案の内容について、こちらの方で、包括的な話をさせていただきました。

今日参加いただいた方には、皆さんにパワポをお配りしているので、内容お分か

りだと思いますし、参加いただかない方にも後日パワーポイントがホームページ

にアップされると思いますので、それを見ていただくといいと思うんですけれど

も、基本的には今日は４つのポイントを話しました。一つは、被告の方がこの裁

判で主張している中身として、電気事業法の１８条１項に経済産業省令で定める

ところにより認可を受けなければいけないというふうに書いてあるので、これは

経済産業省令にその認可の条件をどうするかということを委任する規定だという

ふうに言っているので、それは違うんではないのというのが第一点です。それか

ら第二点目として、そもそも経済産業省令で法律に何の定めもない中で、賠償負

担金ですとか、廃炉円滑化負担金というものを規定してそれを電気料金の中に算

定しなければならないかという規定をすることが適法なのかどうかというのが二

点目です。それから三点目が同じく経済産業省令でそもそも法律になんの規定も

ない賠償負担金や廃炉円滑化負担金を定義して、それの回収をしなければならな

いというふうに定めることが適法なのかという問題です。最後に被告が主張して

いることについて反論しています。 
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それぞれの内容について簡単に説明申し上げますと、第一点目は、経済産業省

令の定めるところにより認可を受けなければならないというふうに書いてあるん

ですけれど、そもそも考えてみますとですね、料金を国が認可するということ自

体ですね、今の日本の経済システムの中で、通常あり得ない話ですよね。モノを

売る時の料金は売主と買主の自由な意思で決まる。誰かが決めて、特に国の認可

を受けなければならないということ自体極めて例外的な話です。国の認可を受け

なければならないとなっているのは「電気料金」「ガス料金」、それから「鉄道」

「バス」などの公共交通機関、それから「水道料金」。基本的にはそういったもの

に限られています。これらのものというのはどういった特質を持っているかと言

うと、二つの特質があって、一つは独占体であると。その地域ではその事業を独

占的に誰かが営んでいる。他の人が営んでいるわけではない。そのサービスを使

おうとすると、選択の余地がない。ＡとＢと選べるわけではなくて、どちらかし

か選べない。しかもそれが人の生活には不可欠である。 

   この二つのポイントがあるわけですね。人の生活に不可欠なものであるに関わ

らず、そこしか選べないということになると、これは自由な競争が成りたつ基盤

がそこにはないわけです。ですから国の方できちんとチェックしていきましょう

ということになっています。 

  しかも、電力の自由化というのがされましたので、今は消費者の方から見ると

電気料金というのは誰でもいくつかの事業者の中から選べるという仕組みになっ

ています。そうすると電気料金も自由に定められるよねと。ですから確かに小売

り電気事業者が定める電気料金というのはわりと自由に定められるようになって

います。しかしながら、小売電気事業者は必ず電気を供給する時に、発電事業者

から消費者のところまで電気を送らなければいけないわけですね。その時に一般

送配電事業者というものを使わなければいけない。その時に一般送配電事業者に

電気を送ってもらうために託送料金を払う。この託送料金が高くなってしまうと、

小売電気事業者が自由に競争できますよと言ったところで、その自由な競争が阻

害されてしまう。そういう結果になるわけですね。 

  しかも、その一般送配電事業の料金の中に一般送配電事業だけではなくて、な

んか一部の発電事業者の料金、あるいは一部の小売電気事業者の料金、そういう

ものが徴収されてしまうと、ある人だけ特別な優遇政策をとるということになる

ので、もはやそれは自由ではないです。ですからそういうことはしてはならない

ということになってくる。だからこの制度の趣旨からいうと、もう厳格に一般送

配電事業のために必要なものに限るという理屈がそこからも出てくる。条文上も、

一般送配電事業の託送等供給約款料金というふうに言っていますけど、その託送

等供給約款料金の認定の基準としては、適正な原価に利潤を加えたものというふ

うに言っていて、明確に基準というものを電気事業法の１８条の３項というとこ

ろに決めているんですね。１項は何を決めるかということになると１項で決めて

いるのは託送等約款供給料金の認定の申請、認可申請をする時にどういう書類を

付けなければいけないか、その書類には何を書かなければいけないか、そこに書
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いてある電気料金はどういうふうに算定しなければいけないということが書かれ

ているわけですね。ですから手続的な内容である。これはですね、実は昔から電

気料金が独占事業で、一般電気事業者、いわゆる大手電力ですね。独占的にやっ

ていた時代から実はあまり変わってないんですけど、昔はこういう料金算定規則

ですとか、そういったものはなくて、かつ経済産業省令の定めるところによると

いう規定もなくてやっていたんですね。それはなんでかというと、申請するのは

大手電力しか申請しないわけです。認可するのはいつも経済産業省令がやってい

るわけです。だからあうんの呼吸で、こういうものを出してよねと言えば、その

ようなものが出てくるという仕組みなので、特段省令とかで具体的な内容を決め

る必要がなかったわけですね。 

  ところが、電力自由化というのは実は１９９６年ぐらいから始まるんですけれ

ども、最初の時にはそこまで具体的にはいかなくて、平成１１年（１９９９年）

の電気事業法の改正というのが本格的な電力自由化の最初なんですね。それで先

ほど言ったように電気というのは大手電力が独占的に供給してきたというふうに

言っているんですけれども、ずーっとですね、実は大手電力以外の電気を使って

いる事業者というのはいまして、自分のところで発電して、自分のところで電気

を使う事業者がいるんですね。僕がよく知っている例でいうと、静岡県に蒲原町

というところが昔あって、今は静岡市に合併して無くなっちゃったんですけど、

そこに日本軽金属という会社がアルミニウム精錬をしているんですけど、何故そ

こでアルミニウム精錬をやっているかと言うと、富士山の方から水を流してきて

ですね、水力発電ができるんですよ。自分のところで水力発電所を作ってその水

力発電でアルミニウム精錬をしているわけですね。そういうところにどちらかと

言うと昔から安く電気が調達できるところに工場を作って事業を営むというのが

形態としてあるわけです。そういうところは大手電力の電気は使わないわけです。

自分のところで自分の使いやすい電気を使っているわけですね。そういうところ

がいくつかやっているわけです。鉄鋼精錬なんかやるとべらぼうな熱が出るので、

その熱を使って電気を起こしたり、というようなこともやるわけですね。だから

そういうことを自分のところで自家発電でやっていたわけですけど、平成１１年

（１９９９年）の改正で何をやったかと言うと、要するに自家発電していた事業

者がその地域の人々に売ってもいいよと、それも大口の人に売るだけなんですけ

ど、大口の人に売っていいよと。売る際に大手電力の送電網を使ってもいいよと。

そこでその時に、送電を使う時に料金をどういうふうに定めましょうかという話

が当然出てくるわけですね。ですから今の一般送配電事業の託送料金の原型のよ

うなものがそこにできています。被告はだから平成１１年改正の時にそういう原

型ができて、その時、経済産業省令の定めるところにより認可を得るというふう

に定めたので、だからもともと託送料金をどう定めるかということを経済産業省

が定めるということがその時に電気事業法に書かれたのだから、何でも決めてい

いことになるよと、経済産業省が。こういうふうに言いたいわけですね。ところ

がそれと全く同じ時に、一般の電気、普通の電気料金もですね、まったく同じ規
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定が入っているんですよ。だから先ほど言ったように、従来は大手電力が経済産

業省と話合いをしながら電気料金を決めていくという形だったものですから、そ

ういう手続きという整備がされていなかったんですけれども、平成１１年に電力

自由化を始めていく時に、いろいろ手続きを透明化しなければいけないよねと、

とすると手続きを今まで明文で決めていなかったものを全部規則で明文化させま

しょうと、内部基準でやっていたものを全部明文化しましょうと、そういう流れ

の一環なんですね。だから別に託送料金制度ができたから、そういうふうに決め

たわけではなくて、これから自由化を進めるにあたって手続きを透明化させる必

要がある、そういうところからそういうふうに定めたということなんです。そう

考えていくと、電気事業法の１８条１項の経済産業省令で定めるところによりと

いうのは明らかに手続きを定めるためにそういう経済産業省令がありますよとい

うことなんですね。 

  基準は１８条３項で明確に定められるという形になります。そうすると１８条

３項で適正な原価に利潤を定めたものを料金とすると書いてあるわけですから、

それ以外のものを経済産業省令で具体的に決めてはいけないと。 

  適正な原価というのが一般送配電事業の時に何を指すかと言うと、それは一般

送配電事業を営むために必要な費用と。先ほど電力自由化の時にお話したように、

一部の発電事業者のための費用ですとか一部の小売電気事業者の費用をそれに乗

っけてしまったらそれは不公正な競争になるということになるからそれはできな

いです。 

  だから、もともとその一般送配電事業のための費用と言えないものを、託送料

金等供給約款料金に乗っけて認可申請をしたらそれは１８条３項違反ということ

になりますから認可されないと。認可されないような経済産業省令を作ってもだ

めですよね。ですから経済産業省令はそういうことは規定できないということに

なります。 

  ですから被告が言っているように、経済産業省令に定めるところによりと１８

条１項に書いてあるから、経済産業省令でいかようにも料金を定められるんだと

いうようなことは全く違うというということになります。 

  次に、そうはいっても一般送配電事業を営むための費用の中にこの廃炉円滑化

負担金や賠償負担金が入ってくるのかどうかという問題が次の大きな問題として

あります。被告の方はそれは一般送配電事業を営むために必要な費用だと言って

いるわけですね。 

  しかしながらそういうふうになっているのかと条文を見るとですね、もし一般

送配電事業を営むために必要な費用だったら、規則の中の一般送配電事業と書い

てあるところのすぐ後ろに、同じ節の中に一般送配電事業と書いてあって、一般

送配電事業を営むための費用はこういうものであると規定があってやるはずです。 

ところが、賠償負担金や廃炉円滑化負担金はそれとは別の発電事業という節の

直後に新しい節を作って規定している。発電事業のための費用じゃないんですか

ということです。 
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しかもその定義を見ても、要するに原子力損害を賠償するために備えるべきだ

った費用というのが賠償負担金、原子力損害を賠償すべきものは誰かと言うとこ

れは原子力賠償法という法律に書いてあります。明文で。原子力発電事業者です。

原子力発電の損害を備えるというのは原子力発電事業者がやることですよね。一

般送配電事業ではないよね、定義から言っても。それから廃炉円滑化負担金、そ

の原子力電気工作物を壊すために必要な費用を、自分で作ったものを壊すのは作

った人の責任だよねというのが原子力発電事業者がやるべきことだよねと。これ

も原子力発電事業者がやるべきことだよね。定義から言っても違うよねというこ

とになる。 

  しかももっと顕著なのは実は法律の規定を見るとの賠償負担金相当額あるいは

廃炉円滑化負担金相当額と言っているんですけど、相当額を一般送配電事業者は

小売電気事業者から回収したら回収した額をそのまま原子力発電事業者に渡すと

いうふうに省令の規定上なっている。一般送配電事業のための費用だとしたら、

一般送配電事業者が一銭も使わないで、なんで全部原子力発電事業者に渡しちゃ

うのかと。だからこの使い方、定義それから法律の規定の仕方、このどれを見て

も原子力発電事業のための費用なんですよね。一般送配電事業のための費用では

ない。そうすると一般送配電事業のための費用でないものを適正な原価にもぐり

込ませる。これは一般送配電事業のための適正な原価でないから、それはできま

せんよねということになる。 

  そうすると賠償負担金相当額と廃炉円滑化負担金相当額を一般送配電事業を営

むための営業費として算定しなければならないというふうに書いてある料金算定

規則は明らかに法の委任を超えている、あるいは法の委任なく定めているという

ことになるので違法、違憲、無効だということになる。 

  さらにもう一歩考えてみるとそもそも先ほど見たように、定義規定がある。定

義規定と並んで、定義規定の一つ前の条文で。あれは面白い既定の仕方なんです

けれど、定義があって、その定義したものを回収しなければいけないと書いてな

くて、まず賠償負担金を回収しなければいけない、賠償負担金というのはこうい

う意味ですよねとある。必ず賠償負担金を回収しなければいけないというのが最

初に来るんです。次の条文で賠償負担金とはこういうものですと、さっき言った

ような条文で定義しています。廃炉円滑化負担金相当額を回収しなければいけな

い、それで廃炉円滑化負担金とはこういうものです、というふうに条文で伝えて

いるんですけれど。まず回収しなければいけないという新しい義務をそこに定め

ている。省令で、です。 

  省令って経済産業省が作った法ですよね。経済産業省が絶対作っちゃいけない

かと言うとそうではないかもしれないですけど。あくまでも日本国憲法は国会が

唯一の立法機関であるというふうに書いているので、国会の法律による、つまり

法律というのは狭い意味での法律なんですけれど、国会で議決されたものを法律

と言います。国会で議決された法。国会で議決された法律の中にこういうものを

回収するというのが書いてあるといいのですけれど、そういうことが全く法律に
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書いてないのに、行政機関が勝手に回収しなければいけないと。回収しなければ

いけないということは、逆に言うと一般小売電気事業者の方からすると支払わな

ければいけない義務を定める。権利義務を定めるのは法律によらなければいけな

いというのが、日本国憲法もそうですし、行政法の大原則でもあるんですね。そ

ういうことを無視して書かれちゃうと、その電気事業法施行規則、大体法律そう

いうことを定めるのはおかしいですよね。電気事業法施行規則ですから。電気事

業法を施行するための規則の中で電気事業法に書いてないことを定めちゃうって

おかしくないですかね。施行規則って普通で言えば電気事業法に書いてあること

を実行するための法律ですよね。電気事業法に書いてないことを勝手に電気事業

法の施行規則に書いてそれを回収しなければいけないと書いちゃうというのは。

まぁ経済産業省最強説なんですよね。いやあまあ別に国会関係ないよと、経済産

業省が定めたら皆ちゃんと払わなきゃいけないんだから、みんないいかと。そう

いう感じがオレオレという感じがします。いやぁ強いですね。これか通れば世の

中素晴らしいですよね。国会はいらないと、経済産業省があれば国会はいらない

というそういう仕組みですけれど。それはやっぱりまずいんじゃないかというこ

とですよね。ということで、これが第三番目の論議ですね。 

  それから最後に、何か被告の主張としてはですね、そういうものは回収しても

いいんだよと、そういうふうになっているんだよというふうに言っているわけな

んです。何故なら、いわゆる送配電のため以外の費用も送配電事業の費用として

取っているじゃないかと。具体的にはユニバーサルサービス料というやつなんで

すね。ユニバーサルサービス料というのは何かというと、小売電気事業が自由化

されても、実は自由化された小売電気事業がない場所ってあるわけですね。具体

的に言うと離島とかそういうところです。離島なんかですと、一般送配電事業者

は小売電気事業者も兼ねて電気を供給しているわけです。それはそういうことを

しなきゃいけないよとしかも、電気事業法の中にそういう地域では一般送配電事

業者は電気の最終事業者から電気を供給してねと言われたらそれを拒んではなら

ないということも書いてある。昔の一般電気事業者の電気事業と同じことが書い

てあるんですね。確かにそれは一般送配電事業ではない、狭い意味での。だけど、

一般送配電事業者はそういう業務を営まなければならないというふうに電気事業

法の中に書いてあるわけです。そしたらユニバーサルサービス料を託送料の中で

取れるよ、だって電気事業法にそう書いてあるじゃない。電気事業法に書いてあ

ることをやれるのは、法律に書いてあるのだから当たり前の話ですよ。ここで問

題になっているのは、法律に書いてないのに勝手に徴収しちゃっているのかいい

かどうかという話なんですよ。そこが問題になっているのに、ユニバーサルサー

ビス料と電気事業法に書いてあるものがいくら徴収できますからと言っても何ら

説得的なものになりませんよねと言う話で終わったという感じです。 

  今のところそうやって考えるとここも一生懸命考えて主張しているんですけれ

ども、話に聞くと経済産業省令の中でも有名な事件になっていてですね。そうは

いっても経済産業省のお偉い方々はですね、うちが決めたことなのになんで裁判
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所がうちを負かすわけはないだろうと、未だに自信満々でいて、どこかの国の大

統領みたいに簡単に降伏するものかとみたいな。そうかもしれませんけど、どこ

かで道理はちゃんと通してかないといかんかなと。やっぱり法律に書いてないの

に取っちゃうというのはまずいですよね。そういうことを堂々とやっちゃって問

題ないと思う発想っていけないと思うんですけど、いい加減争うのは止めて勘弁

してくださいって言ってほしいなという気がします。 

  一つ解説しますと、本来であれば今日あたりで結審して、判決でもいいんです

よ。ところが裁判所は明らかに、もう１回期日を入れるという流れにしたんです

ね。なんでかというと、裁判長が３月末で交代するんです。だから、自分が判決

を書けないので、書けない人が勝手にこういう方向性を決めていくというのは行

き辛いと。とりあえず後の裁判官に委ねようと。せっかく僕らも一生懸命書いて

法廷でもちゃんと説明したのに、もう一回やんなきゃいけないのかという感じも

しますが、まあ何度でも説明させてもらえばいいのかなと思いますが、そういう

理由で、もう一回期日をやり直してくださいと。それで今日最後に言ったように、

「原告適格」についても全部主張を尽くしてくださいというのは、後の裁判官が

ひょっとすると気に入らないのかもしれないと思うのでとにかく全部やっといて

ねと、こういう感じですね。ちょっとよく分からないんですけどね。ちなみに去

年の８月ぐらいに東京地方裁判所の民事二部という、東京地方裁判所って行政部

が全部で４つあるんですけど２つの部は行政事件だけやっていて、あとは行政事

件と民事事件とをやっているんですけど、そのうちの行政事件だけやっている二

部と三部といううちの二部の部長がやっぱり裁判長が交代したんですね、前の裁

判長というのは最終的な判決になった場合にいい判決を書くかどうかというのは

別として審議は割とまあまあやらしてくれる。僕はそこで石炭火力発電所の建設

を止めろという行政訴訟をやっていまして、原告適格の問題はあるにしても、本

案ちゃんとやりましょうということでやってきていたんですけども、最近聞いた

ところではですね、全く別の事件で別の弁護士が行政処分差し止め訴訟というの

を起していた。そしたら、行政処分差し止め訴訟というのはいずれにしろ、将来

行政処分がされたら取消訴訟に変えて行うので、普通はその時点で却下とかしな

いでとりあえず本案審議しましょうとやるパターンが多いんですよね。ところが

裁判長が交代したらですね、いきなりもう本案の前にまず訴訟要件をちゃんと吟

味しましょうと言い出して、いきなり却下と、訴えを却下しちゃったということ

がおきたりしているものですから、しかもその人の経歴を見るとですね、ずっと

最高裁の事務総局で行政１課長、２課長、３課長と全部の課長をやっているとい

う行政事件を統括するところの課長をやっていた人をわざわざ最高裁に送り込ん

で来て審議を変えると。だから今の裁判長が代わった後にどういう人が来るか分

からないですけども、ひょっとすると最高裁の意向を聞いて考えるような人をわ

ざわざと意図的に送り込んでくるかもしれない。多分もう決まっていると思うん

ですけど、そういうことも踏まえて、多分今の裁判長は自分ではとにかくまず方

針は決めずに、後の人に方針を決めてもらいましょうというふうに流れたんだと



 

8 

 

思います。だから、裁判というのはですね、怖いものがあるんですよ。なかなか

ね、どんなにうまくいっていたとしても、我々の見えない力によって動かされる

ところがあるので、どうなるのか分からいなんですけれど、４月になれば新しい

裁判長の名前が分かりますから、すぐ調べてまた皆さんにご連絡しますけれど、

ちょっとどういうふうになるかは。 

  今のところは圧倒的に推しているような気がするんですが、そういう我々の知

らざるところの力が働く可能性がないわけではないので、とにかく何が起きても

こちらとしては正々堂々と全力を尽くしてやっていくという形でやっていきたい

というふうに思っています。以上です。 

進 行：ありがとうございました。それでは弁護士の皆様よろしくお願いいたします。 

馬場弁護士：弁護士の馬場です。本日は傍聴、そして報告集会へのご参加、ありがとうござい

ました。本日行われた期日の内容は小島弁護士から説明があった通りですので、

繰り返すことはしませんが、今回の訴訟を提起したのが令和２年１０月１５日だ

ったので、今日で１年半ほど経っていることになります。そして、この裁判の次

回期日が５月に予定されていて、それが終わると私たちと国のお互いの主張がほ

ぼ出し尽くされると思いますので、まもなく第一審の審理が終結となり、判決も

近いのではないかなと思っています。 

あと、先ほど裁判長が代わるという話がありましたが、ただ、私たちとしては

やるべきことをやる、主張すべきことは主張する、おかしいことはおかしいと言

うだけであり、引き続き全力でこの裁判に臨むだけです。先ほどの小島弁護士の

話を聞いて、どうなるのかなと不安になった方もいらっしゃるかもしれませんが、

私たちとしては引き続きやるべきことをやるだけですので、皆様、引き続きご支

援のほどよろしくお願いします。   

以上になります。 

北古賀弁護士：前回の期日と今回の期日で裁判所が重ねて言っていたのが、行政訴訟法の９条の

２項に照らしたとしてもどうなんですかということについて補充してくださいと

いうことを言われたので、先ほど団長が言われたように、後の裁判たいになった

時に一応行政事件訴訟法の規定がですね、ちょっと長いんですけど読み上げると

ですね、９条１項は「処分の取消の訴え及び裁決の取消の訴え（以下「取消訴訟」

という。）は、当該処分又は裁決の取消を求めるにつき法律上の利益を有する者（処

分又は裁決の効果が期間の経過その他の理由によりなくなった後においてもなお

処分又は裁決の取消によって回復すべき法律上の利益を有する者を含む。）に限り、

提起することができる。２項は裁判所は処分又は裁決の相手方以外の者について

前項に規定する法律上の利益の有無を判断するに当たっては、当該処分又は裁決

の根拠となる法令の規定の文言のみによることなく、当該法令の趣旨及び目的並

びに当該処分において考慮されるべき利益の内容及び性質を考慮するものとする。

この場合において、当該法令の趣旨及び目的を考慮するに当たっては、当該法令

と目的を共通にする関係法令がある時はその趣旨及び目的をも参酌するものとし、

当該利益の内容及び性質を考慮するに当たっては、当該処分又は裁決がその根拠
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となる法令に違反してされた場合に害されることとなる利益の内容及び性質並び

にこれが害される態様及び程度をも勘案するものとする」。要するにいろんな関係

法令とかを含めて、いろいろなものを考えたうえで原告適格を認定しますよとい

う規定になっているんですね。まあ１項で十分でしょというスタンスだったと思

うんですけど、一応念のために２項についても触れるようにしてくださいと。２

項については、相手方は電気事業法の１８条の各号に照らして、対象となるのは

電気を直接利用する人、つまり一般の我々であって、小売事業者であるグリーン

コープでんきは相手としないから、そういう意味では原告適格がないでしょとい

うふうに言っているところで、これについては、一応念のために反論しておいて

くださいねというふうなこと。まぁ書面で書いているんだけどなというふうには

思うんですけど、そこまでいうのだったら、もちろん今の裁判体で判決書けない

から繰り越しするために、言ったということもあるかもしれませんけれど、もし

万一、私がさっきうんうんとうなずいたのは、裁判長によってコロッと変わると

いうのは紛れもない事実というところがあって、押していたのに何でここでひっ

くり返るのとかいうことは我々の世界の中ではざらにあることなので、そういっ

たことを踏まえて、やっぱり主張するところは主張し尽くしておかないといけな

いのかなというふうには思いました。屋上屋を架すことになるかもしれませんけ

ど、やっぱりそれぞれ電気事業法の１８条の要件にそれで当たらないでしょ、そ

れはあくまでも最終の受益者である一般の市民を相手にしているものであって、

小売電気事業者を相手にしているものではないでしょ、という言い方をしている

国についての反論もまたやることになるのかなと思いながら裁判をしていたとこ

ろですので、その点をもう少し我々も検討していかないといけないのかなと思っ

ています。後は法律の話になっていって、なんかよく分からんみたいなところが

あるかもしれませんけど、もう少しお付き合いいただければと思います。ありが

とうございました。 

篠木弁護士：お疲れ様です。弁護士の篠木です。もう他の弁護士が言った通りなんですけども、

今、団長が説明された１８条の規定からしても、やっぱり賠償負担金、廃炉円滑

化負担金を定めることは難しかろうと言われましたけれども、それに対する反論

が本格的に今度来るんですよね。なので、そこが楽しみというかですね、どうい

うふうにして反論してくるんだろうかと思いますね。ただ、先ほど３人が話しま

した原告適格のところはですね、入り口の問題なので、やはりしっかりしとかな

くちゃいけないなと思います。以上です。 

Ｆ弁護士：原告適格の書面は私の方で主に担当させていただいておりまして、前回書ききっ

てこれはもうしっかり終わったかなと思ったらまた宿題が出た形で、まあ以前の

集会のところで話しをさせていただいたんですけども、今の電気事業法って、今

の電力自由化の流れというのは必ずしもすべてを反映しているわけではなくて、

昔ながらの法律 をちょこちょこちょこちょこ使いやすいように自分たちが使

いやすいように変えていって、ただ体制としては小島先生がおっしゃったように、

経産省が全てありきというんだから黙っとれみたいな法律のメッセージが読み
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取れる中でそれをこう、そうじゃないよという、もう電力自由化で変わったんだ

よというところを今一度整理して述べていくというところをもっと強調して、次

回以降。一年半以上たっていて、入り口でこけることなく、最後まで攻め込みた

いと思っていますので、皆さん引き続きよろしくお願いいたします。 

進 行：ありがとうございました。では質疑応答の方に入らせていただきたいと思います。

お手を上げていただけますでしょうか。ないようでしたら、感想を一言ずついた

だきたいと思います。 

参加者Ａ：今回先に進むのかという期待の中で来ましたけれど、また先送りになってしまっ

たということで残念でしたけれど、やはり細かく進めていくと、無理があるんだ

なと。国の決まり自体は無理があるんだなというところで、一番入り口のところ

で何とか門前払いをしたいという思いが凄く透けてきていて、反論を見ていても、

これはもうこちらの弁護士の先生方が言われるほうがどう考えてみても筋が通っ

ているなというのが感想です。もうこれ、原告適格がないと、そんなこと言った

って、本来自由競争であるはずか利益を逸しているのだから、私は関わりそうな

気がするんですけれど。また先生方にもう一段と非と頑張りしていただいて、突

破していただきたいなという風に思います。 

参加者Ｂ：裁判の中身というのが、どう考えても被告側に無理があるようにしか見えないで

すけど、それでも理屈をこねていろいろ言ってくるというのは、誰のために、誰

かを利するために国がやっているのかなというのが素朴な疑問としてあって、や

っぱり原発をやっている原発事業者が本来負担すべきものをそうでない人に広く

負担してもらおうという、もともとの問題の原点がうやむやにされているという

のがはっきり見えてきたなというふうに思いました。先生が言われたように、お

主も悪よのうというような、なんか時代劇のシーンが本当にあるんだろうなと思

いながら、先生のお話をお聞きしていました。また次回も参加したいと思います。

よろしくお願いします。 

参加者Ｃ：今回で３回目の参加なんですけども、毎回毎回、今度結審だろう、今度結審だろ

うと思っていましたが、今回入り口にまた戻ったなという印象。今日のお話でで

すね。人事異動があるのはしようがないのかもしれませんが、どうしても支えて

いかないといけない。逆に言うと、早く勝ってほしいんですよね。勝ったら私た

ちにも何らかの見返りがあるのかなと思っています。払ったものは返してもらう。

年金じゃないですけど、使われてしまって戻ってこないよりもいいですね。これ

は大きな問題です。原子力発電所の事故で福島があんなふうになっていますので、

負担金は出さないといかんのですけど、今回の負担金は返してよというのが本音

です。弁護士の先生方頑張ってください。応援します。 

参加者Ｄ：初めてこの訴訟の傍聴を聞かせていただいたんですけれど、なんか三権分立とい

いますか、裁判制度とか、そういうものなのかなとちょっと思っています。でも

やっぱり声を上げ続けないといけないねと思っていますので、応援しています。

ありがとうございます。 



 

11 

 

参加者Ｅ：前回に引き続いて２回目の傍聴をさせていただきました。前回の時には初めてで

よく分からないことも多かったんですが、今回は先生が小学生にも分かるように

説明しますとおっしゃって、確かに良く分かったと。それを裁判官も分かったと

思ってみていました。同じことをきっと９条の２項でしたっけ、原告適格のとこ

ろでも、誰でも分かるように明らかにしていただいて、どんな裁判官がこようと

も、きちんと法律に基づいたところで勝負していただきたいなと思いました。や

はり憲法に基づいたものできちんと決めていかないと、今はこれですけど、次に

何が来るか本当に怖いなって。経産省が決めたらなんでも行けるのかみたいな国

には私は、やっぱりなってほしくないと思いますので、やっぱり道理は通してい

ただきたいと思います。どうぞ次も頑張ってよろしくお願いいたします。 

参加者Ｆ：あの裁判って１０年くらいかかって初めて判決が出るような裁判もあるのを見て

いて、やっぱり本当に長いことかかるんだなというのを、何回か傍聴する度にあ

またやるのか、また何カ月先かという思いを感じています。今回はもう本当にこ

れで結審だなと思って参加したんですけど、まだあと１回ではすまない、少なく

ともまだその先があるというようなことで、もしこれが門前払いをくらってしま

ったら、今度はグリーンコープでんきを使っている利用者が原告として出る以外

に方法はないのかなっていう気がするんですけど、是非、門前払いを食わないよ

うに先生たちよろしくお願いいたします。 

参加者Ｇ：今日は２回目ですね、前回全く分からなくて、今回ちょっとわかったなと思って、

少し成長したかなと思っております。先生が「我々の見えない力が動く」という

のが凄く響きました。日本にとってですね、いい方向に動いていったらいいなと

いうふうに思っています。ここに来ても、やっぱり気弱な自分がいたりするけれ

ども、正々堂々とやっていくと力強く言っていただいたので、微力ながら私もそ

ういう気持ちでやっていったらいいかなと思っております。また次回もよろしく

お願いします。ありがとうございました。 

参加者Ｈ：一般の利用者です。１回目を参加していないので、質問みたいな感じになります

けれど、この賠償負担金と廃炉円滑化負担金をグリーンコープは利用者から取っ

ていませんよね。利用明細書にマイナスと書いてあります。これはたぶん最初の

公判の時に主張されていると思うんですけど、原告不適格にならない、法律が全

然わからずに言っていますけれど、こういうことをしている業者だから、絶対適

格だと思うんですけど。損していますよね、その分。そういう営業をしているの

で、絶対グリーンコープはこの裁判で、こういう損害を受けているんだから、不

適格にするなというふうに当然言えると思うんだけど、一般の考え方と法律の問

題とかは違うのかなというような、ちょっと単純にというか率直にそういうふう

にずっと思っているんですけど、それは主張されたんじゃないかなと思っている

んですけど、もっと強調してもいいんじゃないかなと。それだけグリーンコープ

は損害を受けている。１つの家庭だけでも何百円とかいう金額に多分なっている

と思うんですけど、それが積もり積もると何百万円とかいうふうにはなっている
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んじゃないかと思うんですけど、率直な疑問も含めて質問みたいな意見も入って

おります。これで勝てるというふうに思っている。 

参加者Ｉ：提訴から毎回参加しております。プルサーマルの電気を止める会、それから玄海

原発差し止め訴訟の原告にもなっています。先日３.１１の時に天神の方で集会を

しました。本当に今ウクライナで占拠されている原発の状況を見て、世界中がし

かもその前に長崎、広島そして福島を見て世界中が原発から遠のいている中で日

本だけ逆行しているという事実が。そして今攻撃されているのが欧州最大規模の

原発と言われていますけど、世界中で最大規模の原発は新潟にあります柏崎原発

ですけど、そのことを考えただけでも、いい加減目を覚ましてほしいと本当に日

本の政策に対して、怒りを禁じえません。ただ残念ながらいろんな裁判を傍聴し

ていて、弁護士さんがおっしゃったように、もうこの国は本当に憲法。さっき気

づいたんですけど、ここにも日本国憲法が掲げてありますけれど、なかなか本当

にもう憲法が事実上守られていない、権力者が守っていない状況を本当に危惧し

ています。私は原発事故から避難してきたお母さんたちとの出会いがあって今日

ここにいるわけですけれど、その皆さんの思いを胸に、どんなことがあってもあ

きらめずに前に進んでいこうとは思っていますので、どういう結果がですね、い

い結果が出ることをもちろん望んでいますけれど、引き続きぜひ弁護団の皆さん、

よろしくお願いします。ここではそれだけをお願いしたいと思います。以上です。 

参加者Ｊ：初めて傍聴させていただき、初めてで分かるかなあと思っていたんですけど、す

ごく分かりやすいお話で地域の活動組合員の方にも伝えていきたいと思いました。

ただ結審そろそろかなと思いながら来たんですけれど、なんかまだまだで原告適

格の資料もこんなについていて、そうだったんだともやもやと。さらに３月で裁

判長が変わるというお話で、さらにモヤーッとしてるんですけれど、私にできる

ことは傍聴する人を増やすことで、お手伝いできることだと思うので、少しでも

参加する人が増えて、もっと興味を持ってもらえるように働きかけて行きたいと

思います。これからもよろしくお願いいたします。 

参加者Ｋ：はじめまして、原発事故の避難者の支援をしております。この１１年、避難者さ

んの間でも、エネルギーの問題、電気の問題というのは必ず議論されることです

し、家族との話し合いの中でも、ここがかなりポイントになったりします。今回

初めて傍聴させていただきましたけれど、大変分かりやすい話をしていただきま

したので、自分の知っている避難者さんたちにも今回のことをお話して、ぜひと

も次回の傍聴に何人か連れてこれるようにしていきたいなと思います。いろいろ

と準備等々本当にありがとうございます。 

参加者Ｌ：多分３回目の傍聴だと思うんですけれど、私が福島の原発事故の時に東京に住ん

でいて、実家が茨城なので、避難で福岡に来ていることもあって、本当にこの３．

１１以降のこの日本のというか、原発が再稼働になってしまったりとか、九州の

二つの原発が今運転中だったりというのが本当に歯痒くて、今日聞いていても本

当に経産省の状況が本当に腹立たしいです。ここで勝ち取って、脱原発への一歩
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を踏み出すきっかけにしてもらったらなと思っています。勝ち取ってください。

よろしくお願いします。 

進 行：それではＺｏｏｍ参加の方からご感想などございましたら、お願いいたします。 

ありませんでしたので、今の皆さんのご感想を踏まえて、弁護団の方は何かござ

いましたら。加えてお願いいたします。 

小島弁護士：皆さんのご発言を聞いていて。直接この裁判そのものだけではないんですけど、

２点思いついたので。実はですね、経済産業省令でおかしなことをやっていると

いうのは、この託送料だけではないんですよ。九州に非常に密接に関係する話で

すが、九州は太陽光発電の出力制限というのをかなり大規模にやっているんです

ね。だから再生可能エネルギーの発電したものを全部捨てさせているわけです。

これは本当にひどい話で、本来であれば再生可能エネルギーというのは、燃料費

がかからないので、最優先接続をするというのが世界的なルールではあるのです

が、火力発電や原子力発電を動かすために、それは急に止められないので太陽光

発電を止めるわけですよ。接続しないわけですよ。そしてそれが何故できるのか

ということになりまして、実は法律の規定から言うとよく分からないんですね。

それも経済産業省令だけを改正してそういうことができるようにしちゃっている

んです。これも同じような問題があるんじゃないかということで、多分九州で誰

かそういう裁判をやっている事業者がいると思います。太陽光の発電事業者の中

で。ですから、これ結構経済産業省ってこれだけでやっている話じゃなくて、も

うとにかくあらゆるところでやっているんですね。 

そういう点でいうと、東原さんが問題にされている排出係数のことですが、排

出係数をどういうふうに表示するかというのは２０１５年の小売電気事業登録令

ができて、ここで決めているんですけども、今回聞いてびっくりしたのは、省令

を作る前にガイドラインを作っちゃって、そのガイドラインで排出係数をこうい

うふうに出しますというふうにしちゃってるんですよね。だからなんというんで

すかね、経済産業省最強説というか。要するに経済産業省が決めたらすべてが決

まるということになっていて、そういうのがいろんなところにあるのですね。と

にかくどこでということではないんですけど、どこかでちゃんと歯止めをかけて

おかないとですね。おたくのやっている行政のやり方はおかしいよということを

ちゃんと言っていかないと。多分今までそれがずっとまかり通ってきたわけなん

です彼らは。だから何かおかしなことをやっているという意識が必ずしもないん

だと思うんですよね。でも日本は法治国家ですからね、一応。民主主義国家、議

会制民主主義の国ですから、その大原則に立ち返ってやるべきじゃないかという

ことです。それが１点ですね。 

  あともう１点はですね、今回ウクライナ戦争の関係で一つ明らかになったのは、

原子力発電所というのは隠れた核爆発物になるということですよね。日本の原子

力発電所というのはみんな海に面したところにあって、玄海なんかもそうですけ

れど、川内も海に面していますけれど、特に玄海とか、福井県にあるものとか、

後は島根原発とか、皆日本海に面していてですね、向こうの方からミサイルが飛
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んで来たら直ちにそれが核兵器になる恐れがある、というのが潜在的にはあるわ

けですよね。ウクライナで原子力発電所を爆発させたらですね、多分ウクライナ

だけではとどまらずに、ベラルーシだとか、ロシアとかそれだけの影響がでるの

で自分を傷つけることになるので、簡単にはいかないと思いますけれど、日本の

原子力発電所が仮に爆発してもですね、別にミサイルを出した国の方は何の影響

もないような気がするので、恐ろしい話だと思うんですよね。だからウクライナ

戦争で明らかになったのは、「原発を捨てさせようとするのは、誤った議論だ」と

いうことを言っている方もいますけれど、むしろ明らかになったのは原子力発電

所かいかに恐ろしいかという。原子力発電所というのは今まで普通に運転してい

ても、安全性の問題と、もう一つ原子力発電所が作る廃棄物をどうするとかとい

うと問題、この二つが大きな問題でしたけど、今回はやっぱり戦争の危機という

のをかなり明確にしたような気がするんですよね。だから、そういう意味では大

変深刻な事態が今回のウクライナ戦争で明らかになっているのかなと思いますの

で、改めていろいろなことを考えないかんなという感じを持ちました。 

進 行：有難うございました。東原常務よろしいでしょうか。 

東原常務：おっしゃっていただいた、グリーンコープでんきは利用者から二つの負担金を回

収しない、グリーンコープでんきの経営の中で負担していきますとしていますの

で、本当に不利益、損害を受けています。その点は、国相手のこの訴訟の結審等

の状況が見えてきて、どっち側が勝っても二審、三審と頑張って行く気持ちです

が、一審のこの状況が見えた段階で組合員の皆と討論して決めていたように、九

州電力を被告として、この二つの負担金分はやはり不当な利益を得ていると思い

ますので返してくださいという、不当利得返還訴訟を提訴しようとなっています。

その中で全面的に出していきます。原告適格の問題でそれを触れるかは今日アイ

デアをいただいたので、今後次の書面を出すにあたって、そのことを打ち出して

いくかは検討します。小島弁護士が今おっしゃっていただいた排出係数という問

題は、これからグリーンコープの中で議論をというふうに考えていますが、グリ

ーンコープでんきはその扱う電気は一切二酸化炭素を出していない電気です。「脱

原発＋ＣＯ２フリー」です。ところが、グリーンコープでんきの大部分はＦＩＴの、

いわゆる再エネ賦課金を国民が出し合って実現できているＦＩＴ電気ですが、「Ｆ

ＩＴ電気は国民が負担金を出して成り立たせているものだから、ＦＩＴ電気を取

り扱う小売電気事業者は、ＦＩＴ電気をＣＯ２フリー、ＣＯ２を出していない電気

と言ってはならない」といった経済産業省令を作っています。ひどいです。ＣＯ２

を出していない電気と言うためには、非化石証書というものを購入して言いなさ

いという流れです。これはおかしい、きちんと問うべきではないかという議論を

グリーンコープの中で始められないかという提起を行いました。今後、検討が必

要です、ご案内させていただきます。熊野さんが後程ご案内されると思いますけ

れど、今日の皆さんの言葉を聞いて、改めて勇気と頑張らないといけないという

気持ちを強く持ちました。共に頑張りましょう。 
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進 行：少しいいですか、オンラインで参加されている馬場さんから感想が届けられてい

るのでご紹介いたします。裁判が裁判長の交代で４月以降も続くことの説明もあ

り、今後のことが良く分かりました。参加者の方から、グリーンコープでんきが

託送料金を消費者からとっていないことで、直接利害があるので、原告適格はあ

るという意見に共感しました。引き続き応援をしていますというご感想が届けら

れていますので、紹介いたしました。 

熊野代表理事：皆さんこんにちは、グリーンコープ共同体で代表理事をさせていただいています

熊野と申します。今日はお疲れ様です。今回の陳述も、弁護団の先生たちの陳述

も本当にグリーンコープでんきが主張できていることというのは、とても真っ当

なんだなということを改めて実感しました。二つの負担金は発電事業のコストだ

ぞと、そう規定してありますよということをしっかり言っていただけて、本当に

よかったなと思っているんですけれど、この間傍聴をしてきて、書面で裁判が進

む中で、言葉の応酬のない形だからだと思うんですけど、スルーしたいところは

スルーしてきたなと、国が。そこを聞いているんですよというところを、そこに

は触れずに反論してきたなということをずっと実感してきて、今回規定としてこ

の二つの負担金は電気事業のところに規定してないですよ、発電事業のところに

規定してありますよと言って主張していることに対して、ここにちゃんと反論を

してほしいなというふうに思いました。ただ裁判の世界の怖さは、先ほど小島先

生からもあったんですけども、裁判官が替わることでこれまでのこの優勢が替わ

ることもざらにあるということを聞いたら、本当に恐ろしい世界だなと思うんで

すけれども、やっぱりウクライナの情勢を見ていても、福島第一原発事故の１１

年経っても未だ変わらない現実を見たときに、「忘れない」ということもですけ

ど、一審がどんな結審になったとしても「あきらめない」ということを心に誓っ

て頑張っていきたいなと、今日皆さんの感想を聞きながらも思いました。実は私

は今年度で役割を交代することになりまして、今日の期日が最後の傍聴になるん

ですけれども、組合員であることは変わりませんので、引き続き裁判の行方を見

守っていくということと、脱原発運動を皆で頑張っていけたらと思っています。

お疲れ様でした。ありがとうございました。 

進 行：ありがとうございました。それではこれを持ちまして報告集会を終了とさせてい

ただきます。本日はありがとうございました。 

 

 

以上 


